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研究成果の概要（和文）：本研究では、女子大学生を対象に、青年期女性の「やせ」問題についてPositive 
Deviance（PD）の考え方を用いて解決策を見出すことを目的として調査を行った。健康的な体型（BMI：18.5以
上25kg/㎡未満かつ体脂肪率：21以上34％未満）である者は、通学やアルバイトへの移動時などに歩く自転車を
利用する、階段を積極的に利用するなど日常の中で身体を動かすことやテレビ視聴の合間や入浴後など短時間の
ストレッチや筋肉トレーニングを意識的または無意識に行っていることが認められた。

研究成果の概要（英文）：This study, based on the survey conducted on female college students, 
proposes some suggestions through Positive Deviance approach for the problem of "thinness" among 
young females. The findings show that the healthy students (those with BMI:18.5～25 and BFP:21～34) 
do exercise, whether consciously or not, in a daily life such as walking or riding a bicycle to and 
from school or part-time job, using stairs, and briefly doing body muscle stretching and muscle 
training while watching TV or taking a bath.

研究分野：看護学

キーワード： 体組成
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研究成果の学術的意義や社会的意義
青年期女性の「やせ」問題に対し、健康的な体型である青年期女性が体型を維持するために実践している行動が
見出された。これらの行動は青年期女性自身が既に生活の中で実践しているものであるため同年代の他者も取り
組みやすい生活改善につながると考えられる。また、健康的な体型として体重だけでなく体組成（体脂肪率）も
考慮していることから、これらの行動を生活に取り入れることは加齢に伴う筋量や筋力の減少への備えにも資す
ると思われる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。
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１．研究開始当初の背景 
青年期女性の「やせ」は将来の骨粗鬆症発症のリスクや総死亡リスクの上昇、低出生時体重児

の増加等の悪影響をもたらすことが指摘されており、我が国における公衆衛生上の問題の一つ

である。一方、身長と体重から計算される BMI による体格判定では「やせ」であるが、体脂肪率

は高いといった「隠れ肥満」の存在が報告され、BMI での判定においては同じ体格にあっても、

その体組成は個々人で違っていることが指摘されている。さらに近年においては、高齢者におけ

る「サルコペニア（加齢に伴う筋量や筋力の減少）」が生活機能の低下や QOL の低下をもたらす

ことが指摘され、これまでの体格判定である体重だけでなく体組成にも着目することが重要で

あると考えられる。筋量の維持・増加のためには、運動が有効な手段であるが、「健康日本 21（第

一次）」の最終評価では、20 歳代女性の運動習慣は、取り組み前よりも低下しており２割に満た

ない状況が報告されている。 

今回、社会問題の新しい解決法である「ポジティブ・ディビアンス（Positive Deviance：PD,

以下PDと略す）」の考え方を用いて、青年期女性の「やせ」の解決策を探索し検討する。「PD」と

は、1990年代に始まった新しい社会問題に対する解決策を見出すための発想法であり、問題に対

する解決策は社会の大半が見過ごしているだけで既に社会の中にあり、その解決策は実はその

社会に最適な「やりくり」の方法であるという考え方である(①)。 

 
２．研究の目的 

本研究では、青年期女性の「やせ」問題について、「PD」の考え方を用いて解決策を見出すこ

とに向けて、以下を目的とした。 

（１）青年期女性の中で健康的な体型にある「PD」ケースを見つけ、その「PD」ケースが行なっ

ている「PD」行動（健康的な体型を維持できている要因となる行動）を探索する。 

（２）見出された「PD」行動をもとに「やせ」問題への介入プログラムを作成し、その効果を評

価する。 

 
３．研究の方法 

（１）「PD」ケースを探し出し、「PD」行動を明確にする。 

①「PD」ケースを探し出す。 

女子大学生へ研究協力を呼びかけ協力の同意が得られた者を対象に、「PD」の考え方に基づき、

質問紙調査および身体測定によって「PD」ケース（健康的な体型（やせでも肥満でもなく体脂肪

率が適正範囲である者、今回の研究では BMI 18.5 以上 25kg/㎡未満かつ体脂肪率 21 以上 34％

未満とした）の者）を探す。質問紙調査では、日常生活（食事：食行動尺度(②)、運動：運動習

慣の有無、部活、サークル所属の有無、日常での活動等）、痩身願望(③)、社会的要因として、

家族や家族以外の人が健康のことを気にかけてくれるかどうかについて質問を行った。また、身

体測定では、身長、体重、体脂肪率・体脂肪量・筋肉量について、身長は、身長計（seca 213、

seca）、体重、体脂肪率・体脂肪量・筋肉量は、体組成計（インナースキャン 50Ｖ BC-622、TANITA）

を用いて測定を行った。 

②「PD」行動を見つけ出す。 

見つかった「PD」ケースの中から、インタビュー調査への協力に同意が得られた者を対象に、

「PD」行動（健康的な体型を維持できている要因となる行動）を見つけ出すためのグループイン

タビューを行った。「PD」行動については、「いつ」「どこで」「どのように」行っているか具体的



な内容を把握した。 

③倫理的配慮 

本研究の実施にあたっては、対象者が学生であることから研究参加への強制力が働かないよ

う研究協力の呼びかけの際に、協力は自由であること及び協力しなくても成績や評価には影響

しないことを説明した。研究協力者に対しては本研究の目的、方法を説明し、任意の参加である

ことを確認した上で、書面で同意を得た。熊本大学大学院生命科学研究部の倫理委員会の承認を

得た（倫理第 919 号）。 

（２）明確になった「PD」行動を用いての介入プログラムを作成し、小集団にて効果を評価する。 

①「PD」行動から健康的な体型を維持できるための介入プログラムを検討する。 

インタビュー調査で得られた結果を分析し、健康的な体型を維持できること、すなわち、やせ

でも肥満でもなく、体脂肪率も適正であるための要因の分析し、介入プログラムについて検討し

た。また、介入プログラムの効果を評価するための方法について、身体測定（身長、体重、体脂

肪率・体脂肪量・筋肉量）および身体活動の変化（日常生活について：運動習慣の有無、日常で

の活動量の変化等、身体活動量の評価：一日の消費カロリー、歩数、活動内容）の調査を実施し

評価することとし、それらの測定に必要な機材の選定および準備を行った。 

②作成された介入プログラムを用いて小集団に介入を行い、その効果を評価する。 

「BMI による体格判定において「やせ」で体脂肪率が高かった者」に研究協力を呼びかけ、同

意が得られた者を対象に、介入プログラムを実施する。 

 

４．研究成果 

（１）「PD」ケースを探し出し、「PD」行動を明確にする。 

①「PD」ケースを探し出す。 

研究期間中（2016～2017 年）、女子大学生 398 名に研究協力を呼びかけ 121 名から協力の同意

が得られた。そのうち、同意の取り消しとなった 12名を除いた 109 名を対象として質問紙調査

と身体測定を行なった。対象の中には研究期間中に複数回参加した者が 32 名いたため、それら

の者については初回の調査結果を採用し、2度目の結果は分析から除外した結果、分析対象者は

77 名となった。分析対象者の特徴を表１に示す。分析対象者の BMI は 2016 年の国民健康・栄養

調査結果における 20～29 歳の女性の BMI 値（20.9kg/m２）と差はみられなかった。 

「PD」ケースの探索は以下のように行った。

はじめに、健康的な体型の条件として設定し

た BMI において標準範囲である 18.5～25kg/

㎡未満であることに加え、体脂肪率が 21～

34％未満に該当した者を抽出した結果、該当

者は 59名であった。次に該当者の中から、質

問紙調査の結果において「部活動での運動以外で継続的に行っている運動がある」、あるいは

「日々の日常生活の中で身体を動かすために行っている工夫がある」と回答した者を抽出した

結果、該当者は 31 名であった。それらの中から、さらに「部活動を行っている」と回答した者

17 名を除いた 14 名を本研究においての「PD」ケースとした。「PD」ケースの食行動尺度の平均

値は、情動的摂食 2.3±0.57、抑制的摂食 3.0±0.58、外発的摂食 3.4±0.47 であり、高山ら(④)

が青年期学生を調査した結果と差は確認されなかった。また、痩身願望尺度の平均値は、2.8±

0.98 であった。家族や家族以外の人が健康のことを気にかけてくれるかどうかについては、14

名中 12 名が家族は健康を気にかけてくれる方だと回答していた。一方、家族以外では、気にか

平均値 標準偏差 最小値 最大値

年齢 （歳） 19.5 0.6 18.0 21.0

身長 （㎝） 158.6 5.2 148.7 169.5

体重 （kg） 53.1 6.7 37.4 70.5

BMI （kg/m2） 21.1 2.1 16.6 25.7

体脂肪率 （％） 27.3 4.4 17.5 36.3

筋肉量 （kg） 36.2 3.3 28.6 44.6

表1　分析対象者の特徴（n=77）



けてくれる人がいると回答した者が 7名、いないと回答した者が 7名であり、どのような生活を

送るかについては家族の影響があるように考えられた。 

②「PD」行動を見つけ出す。 

「PD」ケースに該当した者のなかからインタビュー調査に協力の同意が得られた 4 名にグルー

プインタビュー調査を行った。インタビューの時間は、40～60 分であった。インタビューでは、

「体型を健康的に保つことを可能にするために気をつけていること」として具体的に日常で行

っていることを中心に「PD」行動の分析を行った。分析の結果、通学やバイトへの移動時などに

歩いたり自転車を利用したりしており、歩行では 5～20 分、自転車では 30～60 分ぐらいの時間

を移動していた。また、階段を積極的に利用していた。歩行や階段を利用する要因としては、体

重の増加や家族や友人からの「太った」など体型のことへの指摘がきっかけとなっていることに

加えて、バスや車といった交通の便が悪いことやアパートのエレベーターが混んでいることな

ど不便さも関係していた。このように、日々の行動の中で身体を動かすことは、自分自身で意識

的に取り組むことだけではなく、日常生活の中に常在している要因に影響されて意識しないう

ちに自然と行っていたりすることもあることが認められた。また、テレビ視聴の合間や入浴後な

ど短時間のストレッチや筋肉トレーニングを行っていることも確認できた。 

（２）明確になった「PD」行動を用いての介入プログラムを作成し、小集団にて効果を評価する。 

「PD」行動の分析の結果から得られた内容をもとに介入プログラムの内容についての検討とあ

わせて研究協力者を募集する方法や介入プログラムを評価するための期間および具体的な研究

実施方法についての検討を行った。特に、介入プログラムを評価するための身体活動量を評価す

る測定機器である活動量計の検討を行った。研究計画当初に使用を予定していた腰部に装着す

るタイプでは階段昇降や上肢主体の運動をしているとき等に活動強度を正しく評価できないと

の報告がみられたことに加え、実際に装着して試した際に、着替え等で外した後に装着し忘れる

といったことがあった。このことから、介入プログラムで使用する活動量計の選定を再度検討し

た。検討の結果、手首に装着するタイプへ変更することとし、介入プログラムへの準備を整えた。

今後、所属機関において倫理申請を行った後、女子大学生を対象に介入プログラムの実施を行っ

ていく予定である。 
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